










































（2）  金子宏『租税法（第21版）』p.321（弘文堂, 2016）






































（6）  インコタームスに採択されている主要な貿易条件として，①FOB（Free On Board：本船摘込渡し）：貨物を
本船に積込むまでの費用を売主が負担する契約，②C&F（Cost and Freight：運賃込み渡し）：貨物を本船に
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替取組日基準は，商品の船積みによって既に確定したものとみられる売買代金請求権
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を，為替手形を取引銀行に買い取ってもらうことにより現実に売買代金相当額を回収
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する時点まで待って，収益に計上するものであって，その収益計上時期を人為的に操作
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する余地を生じさせる点において，一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に適
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合するものとはいえないというべきであり，このような処理による企業の利益計算は，
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法人税法の企図する公平な所得計算の要請という観点からも是認し難いものといわざ
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るを得ない。


































（9）  桜井久勝『財務会計講義（第17版）』p.78（中央経済社, 2016）
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は，公正処理基準に反する処理により法人税を免れるための費用であるから，このような
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支出を費用又は損失として損金の額に算入する会計処理もまた，公正処理基準にしたがっ
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たものであるということはできない
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るとともに，納税者の税の負担を軽減させることとなる反面，その軽減させた部分の負
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担を国に帰せしめることになるのであって，国においてこれを甘受しなければならな
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い合理的な理由は，全く認められない上，刑罰を設けて脱税行為を禁遏している法人税
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法の立法趣旨にも悖るので，実質的には，同法違反の共犯者間における利益分配に相当
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する本件違法支出につき，その損金計上を禁止した明文の規定がないという一事から，
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その算入を肯認することは法人税法の自己否定であって，同法がこれを容認している
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ものとは到底解されない。
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（5） 　もし，違法支出に係る本件手数料を損金に算入するという会計慣行が存するとすれ
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ば，それは公正妥当な会計慣行とはいえないというべき








































（15）  佐藤英明「脱税工作のための支出金の損金性」別冊ジュリスト178号『租税判例百選（第4版）』p.103（有斐閣, 
2005）
（16）  渡辺徹也「脱税工作のための支出金の損金性」別冊ジュリスト207号『租税判例百選（第5版）』p.103（有斐閣, 
2011）

































必要な費用（ordinary and necessary expenses） は，すべて控除することができる」（20）と規
定しているが，判例上，ある事業慣行のもとで生じた費用がこの「通常かつ必要な費用」と
して認められるかどうかは，（ⅰ） 当該支出が経済的合理性に適った支出であること，に加














（20）  Sec.162. Trade or business expenses， （a） In general， There shall be allowed as a deduction all the 






























（21）  中村利雄・前掲注（19） pp.82-83による。公序の理論は「1943年のヘイニンガー判決（Comm. V. Heininger， 
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負担を限定列挙する制度をとっているから，たとえその控除が政策目的を減殺するもので
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あっても，列挙からもれている場合は，控除が認められると解さざるをえない






（24）  金子宏「租税法における所得概念の構成」同『所得概念の研究（所得課税の基礎理論・上巻）』pp.93-94（有斐閣, 
1995， 初出1975）参照。












































（28）  中村利雄・前掲注（19） p.81


































（30）  中村利雄・前掲注（19） p.86
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もののみを税法で認めないこととし
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〔抄　録〕
わが国の法人税法は，課税標準である各事業年度の所得の計算の基礎を「一般に公正妥
当と認められる会計処理の基準」（公正処理基準）におく企業会計準拠主義をとっているが，
日々高度化・複雑化する経済取引の会計処理の妥当性をめぐる課税庁と納税者間の紛争を
回避するため，「一般に公正妥当」という不確定概念の明確化が求められている。
このような背景のもと，「収益」・「費用」に係る2件の最高裁判決の検討を通じて公正処
理基準の意義と要件の解明を試みた結果，①現代的な「公正」の意義は手続的正義の実現
に求められ，されば法人税法の課税所得の計算が会計基準による企業利益の計算に基礎づ
けられる以上，国家も重要な会計基準に対する利害関係者であり，公正処理基準は最終的
に国家（国税庁・裁判所）によって判断・追認されなければならないこと，②法人税の企
図する課税の公正（公平）の観点から，収益の認識基準については「確実性」・「客観性」・「継
続性」・「合理性」が，経費性についてはきわめて限定的な「取引の遵法性」が基準要件とな
る（ただし租税法律主義の要請から，法人税法において「別段の定め」として明示される必
要がある）こと，を見出した。
